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はじめに 

Corporate & Tax Global Updateは、ベーカーマッケンジーのグローバルネット

ワークを最大限に活かし、日本と世界各国の会社法務及び税務の「今」をタイム

リーにお届けしています。 

Vol. 120となる本号では、米国における AIエージェントに関する法的責任、日本

における関連者間取引に係る書類の整理保存の特例への実務対応等の最新情報を

お届けします。本ニューズレターが会社法務と税務の分野における皆様の羅針盤

となれば幸いです。 

 

目次 
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日本：関連者間取引に係る書類の整理保存の特例への実務対応 
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英国：デジタルサービス税（DST）をめぐる国際税務環境の変化 

EU：賃金透明性指令 ― 国内法化期限の経過後も、加盟国及び企業にはなお対応

すべき課題が残る 

EU：欧州委員会が EU税制オムニバス指令案を公表 

「Field Guide to Going Global」

第5版発行のお知らせ（英語） 

 
本ビジネスモデル、製品及び技術の海

外展開を進める企業にとって、事業の

成長段階によって直面する法規制上の

課題は大きく変化します。ベーカー

マッケンジーでは、このたび、海外ビ

ジネスの各フェーズで検討すべき法的

論点を実践的に解説したガイド「Field 

Guide to Going Global」 第 5版を発行

しました。 

  

本ガイドでは、海外からの受注を受け

る段階で留意すべき知的財産権や輸出

規制・制裁への対応から準拠法の問

題、オンライン販売段階における個人

情報保護・サイバーセキュリティ規

制、販売代理店等の活用段階における

代理店法・フランチャイズ法及び競争

法上の制約、現地法人設立段階におけ

る外国投資規制及び人材採用を巡る諸

問題に至るまで、企業の海外展開の成

長段階ごとに検討すべき主要な法的課

題を体系的に整理しています。自社が

今どの段階にあり、次のステージに進

むためにどのような法的対応が必要と

なるのかを確認いただける実践的なガ

イドです。 

  

以下の画像をクリックして、ぜひご覧

ください。 

 

 
 

https://bakerxchange.com/collect/click.aspx?u=cit5eFB5bFRDSThRZmZsZEhML2VMejVZYTc3SXJXUGRFVmZ1aTQ0TmliUDQzdmZBZDcxcE1WTExvZnBxNU82MUFUcEJUeXlGdkxBcWQ3blpBWXN2VWNqL1lvYm9CVnJlYkkyTXlOSzV2clJGOEJ3dUx1QTU4NzBEVE9xNmZrVlZScmdqSE5BaWVPZ2ZoRldHaDkzeWFnR0R4RVdVdnp3VQ==&rh=ff010e560aabb60d6842b12f144db6afcdda8b44
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1. 日本 

関連者間取引に係る書類の整理保存の特例への実務対応 

国税庁は、「関連者間取引に係る書類の整理保存の特例」に関する法人税法

施行規則1により、令和 8年 4月 1日以降に開始する事業年度から、企業グル

ープ内取引について、取引の実態及び対価の額の算定根拠を、平時から確認

できる状態にしておくことを求めることとなった。これに関係する過去の議

論として、令和 7年 6月 11日の政府税制調査会「経済社会のデジタル化への

対応と納税環境整備に関する専門家会合」第 3回の財務省による説明資料

「税に対する公平感を大きく損なうような行為への対応」においても、納税

者間の公平性を確保し、税に対する公平感を大きく損なうような行為に適切

に対応する観点から、納税環境整備のあり方が議論されている。これらの流

れを踏まえると、本制度は、単なる書類保存義務にとどまらず、関連者間取

引の実態と価格算定過程を説明できる体制整備を通じて、税負担の公平性を

確保するための重要な制度と位置付けられる。 

企業においては、単に契約書や請求書を保存するだけではなく、価格がどの

ように決定されたかを説明できる資料を整備しておくことが必要となる。特

に、親会社等の関連者から配賦（アロケーション）されてくるグループ内サ

ービス等に係る費用について、その計算根拠等に関する資料整備の不足が青

色申告の承認の取消しにつながる可能性がある。 

本稿では、前述の施行規則及びそれに係る事務運営指針2のポイントに加え、

税負担の公平性を確保し、税に対する公平感を損なう行為に適切に対応する

という最近の議論を踏まえ、企業が早期に確認すべき実務対応を整理する。 

1. 今回のポイント 

本特例は、関連者間取引について、取引時点における価格決定の合理性を後

日検証できる状態に置くことを求めるものである。移転価格税制上のローカ

ルファイルと同一の分析書の作成が常に求められるわけではないが、取引関

連書類に対価算定に必要な事項が記載又は記録されていない場合には、不足

部分を補完する資料を取得又は作成し、保存する必要がある。 

実務上は、税務当局が契約書や請求書の有無だけでなく、価格算定の前提、

計算過程、社内承認、会計処理との整合性を確認できるかが重要となる。関

連者間取引は、外部の第三者との取引に比べて価格決定の客観性が問題とな

りやすいため、対価の額が恣意的に設定されたものではないことを示せる資

料を整備しておく必要がある。 

2. 影響を受けやすい取引 

影響を受けやすい取引としては、グループ内サービス、無形資産の使用許

諾、マネジメントフィー、システム利用料、研究開発費や広告宣伝費等の費

用負担を関連者間で配賦しているようなケースが挙げられる。これらの取引

では、第三者間取引との比較が容易でない場合や、価格決定の経緯が社内資

料に明確に残っていない場合が少なくない。 

特に、従来「管理部門による費用精算」「親会社方針に基づく一括配賦」

「便宜的なチャージ」として処理されてきた取引については、契約書、配賦

基準、マークアップ率、請求金額の計算根拠が十分に残されているかを確認

する必要がある。取引金額が大きいものだけでなく、反復継続して行われる

 
1 第 59条の 2及び第 67条の 2 
2 令和 8年 6月 30日「関連者間取引に係る書類の整理保存の特例の運用に当たっての

基本的な考え方及び取り扱いについて（事務運営指針）」より 

「グローバル・プライベートM&A

ガイド」発行のお知らせ（英語） 

 
本ガイドは、非上場会社を対象とする

プライベートM&Aの取引スキームそ

の他取引全般に影響を及ぼす約 40の

法域における制度・実務を横断的に整

理し、最新の法規制動向を包括的に解

説するものです。 

  

取引スキームの検討から契約締結に至

るまでの各段階における主要な法規制

の枠組みを体系的に解説するととも

に、税務、雇用、贈収賄防止といった

重要論点に加え、企業結合規制及び外

国投資規制の最新動向も取り上げてい

ます。 

  

本ガイドはオンラインでご覧いただ

け、法域別・トピック別の検索や比較

を通じて、実務に即した形で必要な情

報にアクセスいただけます。ぜひご活

用ください。 

 

以下の画像をクリックしてご覧くださ

い。 

 

 
 

https://resourcehub.bakermckenzie.com/en/resources/global-private-ma-guide-limited
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少額取引についても、全体として重要性を有する可能性がある点に留意が必

要である。 

3. 企業が確認すべき資料 

企業は、関連者間取引ごとに、取引の存在及び条件を示す契約書、注文書、

請求書、納品書、社内稟議、メール等を確認するとともに、対価算定の計算

過程を示す明細、配賦基準、マークアップ率、さらに場合によっては、利益

率、為替換算、予算・実績差異の資料を整理する必要がある。 

また、既存の移転価格ローカルファイルを作成している場合であっても、そ

れだけで対応が完了するとは限らない。ローカルファイル上の分析結果と、

個々の請求・会計処理における金額計算が接続しているかを確認し、不足が

ある場合には、取引別の補足資料を整備することが望まれる。さらに、電子

帳簿保存法に基づく保存方法、会計システム上の取引コード、証憑データの

保存場所、データ抽出権限を整理しておくことにより、税務調査時の資料提

出や説明を効率化することが可能となる。 

4. 資料不備がある場合のリスク 

関連者間取引について対価算定に必要な事項が保存されていない場合、税務

調査において取引実態や価格算定根拠を十分に説明できない可能性がある。

特に、関連者間で恣意的な価格設定が行われたとみられる場合には、本来負

担されるべき税負担が回避又は軽減されたとの疑義を招き、税負担の公平性

を大きく損なう行為として問題視されるおそれがある。その結果、当局によ

る推計課税の適用可能性や、保存不備が重大である場合の青色申告承認取消

しのリスクが問題となり得る。 

加えて、移転価格の観点では、価格算定根拠を示せないことにより、当局側

の比較対象選定や利益率算定に対して反論するための基礎資料が不足するお

それがある。したがって、本制度への対応は、単なる保存義務への対応では

なく、将来の移転価格課税又は寄附金認定リスクを低減するための防御的文

書化として位置付けるべきと言える。 

5. 今後取るべき対応 

企業においては、まず、関連者から配賦を受ける販売・管理費についての価

格決定の合理性、取引実態及び会計処理との整合性を説明できる形で資料を

管理することが必要である。特に国外関連者から一方的に請求を受けるよう

な費用については、そうした情報が不足している場合が多いと思われる。そ

の上で、取引類型ごとに保存すべき資料、資料の作成責任者、保存場所、更

新頻度、税務調査時の提出手順を明確化することが望まれる。 

具体的には、①関連者間取引台帳の作成、②契約書及び価格算定資料の棚卸

し、③不足資料の作成、④ローカルファイル・マスターファイル・国別報告

事項との整合性確認、⑤取引実態、価格算定根拠及び会計処理との接続関係

の確認、⑥税務調査時に公平な税負担を損なうものではないことを説明する

ための補足資料の準備、という順序で進めることが実務的である。多数のグ

ループ内サービス取引や費用配賦取引を有する企業では、リスクベースで重

要取引を特定し、優先的に文書化することが有効である。 

6. 実務上の示唆 

本特例は、狭義の移転価格文書化制度ではないものの、関連者間取引に係る

価格決定プロセスの透明性を高めるという点で、移転価格税制と密接に関連

している。加えて、政府税制調査会の専門家会合で議論されている納税環境

整備の方向性を踏まえると、今後の税務調査では、国外関連者取引に限ら

ず、国内関連者取引を含むグループ内取引全体について、税負担の公平性を

損なうおそれのある取引かどうかという観点から、取引実態及び対価算定根

拠の確認が重視される可能性がある。 

「2026年 グローバル データ＆ 

サイバー ハンドブック」 

発行のお知らせ（英語） 

 
ベーカーマッケンジーでは毎年「グ

ローバル データ＆サイバー ハンド

ブック」をアップデートしています。

最新版では、50 を超える法域の最新動

向を比較しながら整理し、グローバル

規制の全体像を一望できる内容となっ

ています。 

 

本ハンドブックでは以下のテーマを幅

広く網羅しています： 

  

• AI に関する主要な規制動向 

• 非個人データ・企業データの取り

扱いを巡る各国制度 

• 規制当局のアプローチや執行動向 

• 利用可能な救済措置や罰則 

• クロスボーダーデータ移転に対す

る制限等 

 

以下の画像をクリックしてご覧くださ

い。 

 

 

https://resourcehub.bakermckenzie.com/en/resources/global-data-and-cyber-handbook-lite
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そのため、企業は、本制度を追加的な保存義務としてのみ捉えるのではな

く、グループ内取引のガバナンスを再点検する機会と捉えるべきである。取

引開始時点から価格決定、請求、会計処理、税務申告及び文書保存までを一

貫して管理することで、税務調査時の説明可能性を高めるとともに、将来の

移転価格ポリシーの見直し、紛争予防、及び税負担の公平性に関する疑義へ

の対応力強化にもつながる。 

最後に 

関連者間取引に係る書類保存制度への対応では、既存資料の有無だけでな

く、それらの資料により対価の額の算定過程を合理的に追跡できるかが重要

である。関連者間取引は、価格設定を通じて所得や費用の帰属を調整し得る

性質を有するため、資料整備が不十分な場合には、税に対する公平感を大き

く損なう行為として疑義を招く可能性がある。企業においては、既存の移転

価格文書、会計資料及び契約書を統合的に整理し、リスクの高い取引から優

先的に文書化を進めることが推奨される。必要に応じて、現行の移転価格ポ

リシー及びグループ内取引管理体制の見直しも検討すべきである。 

最初のページに戻る 

2. アジア 

シンガポール 

情報通信メディア開発庁がエージェント型 AIに関する AIモデ

ルガバナンスフレームワークを更新 

2026年 5月 20日、情報通信メディア開発庁（以下、「IMDA」）は、エー

ジェント型 AIに関するモデル AIガバナンスフレームワーク（以下、

「MGF」）を更新した。MGFは、2026年 1月に初めて公表されたものであ

り、自律的な計画、推論及び行動が可能なエージェント型 AIシステムの導入

に伴うリスク管理に関する指針を提供するものである。 

更新された MGFは、業界からのフィードバックを反映し、新たなベストプ

ラクティス及び実際のケーススタディを紹介しており、マルチエージェント

システム、サードパーティエージェント、自動化バイアス等に関する推奨事

項に対応するため、各組織がどのようにフレームワークを実践に移している

かを示している。 

MGFは、エージェント型 AIの導入リスクを低減するための指針を組織に提

供するものであり、①リスクの評価及び限定、②有意義な人的アカウンタビ

リティの確保、③技術的統制及びプロセスの実装、並びに④エンドユーザー

の責任の確立という 4つの中核的な側面を軸に構成されている。 

MGFの主な更新点は以下のとおりである。 

• エージェント型 AIの構成要素：AIエージェントの中核的構成要素とし

て、アクセス制御、ガードレール、人的承認、ログ記録及びモニタリン

グを含む安全性及び信頼性に関する構成要素が追加された。 

• エージェント型 AIのリスク：マルチエージェントシステムから生じるリ

スクが追加されるとともに、リスクが顕在化する可能性に影響を与える

要因として、サードパーティエージェントの利用及びエージェント型 AI

システムの複雑性が追加された。 

• 有意義な人的アカウンタビリティ：エージェント型 AIのバリューチェー

ン及びライフサイクル全体にわたるプラットフォーム提供者とシステム

提供者又はアプリ開発者の役割及び責任の差別化が図られ、適応的ガバ

ナンスが推奨されるとともに、自動化バイアスへの対策に関する更なる

「データセンター最前線：最新動

向と重要ポイント」発行（英語） 

 
データセンターは、AI、クラウドコン

ピューティング、ビジネスを支える IT

インフラとして台頭し、現在では政府

のデジタル戦略や民間企業のイノベー

ションに不可欠な存在となっていま

す。AI技術の発展とともに、世界中で

データセンター開発に対する急速な変

革が生じており、データセンター施設

の設計、立地選定、投資戦略の各側面

において、大きな影響を与えていま

す。 

 

データセンターの分野は大きな「機

会」を生み出していますが、一方で

データセンターを取り巻く環境は複雑

かつダイナミックであり、幅広い法的

課題を含み、戦略的取引、規制遵守、

革新的ソリューションといった項目に

総合的に取り組んでいかねばなりませ

ん。もちろん、サステナビリティも重

要なテーマとなります。 

 

本レポートでは、デベロッパー、投資

家、オペレーターの各関係者のため

に、現在のデータセンターの資金調

達・投資環境、開発、計画、運営、税

務等の状況を概観し、主要な問題につ

いて触れております。 

 

本レポートへのアクセスはこちら。 

 

 

https://www.bakermckenzie.com/en/insight/publications/2025/12/data-centers-unlocked
https://www.bakermckenzie.com/en/insight/publications/2025/12/data-centers-unlocked
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指針（例：人的オーバーライド率及び応答時間のモニタリング）が提供

された。 

• 技術的統制及びプロセス：設計、開発、導入前及び導入の各段階におけ

るリスクカテゴリーごとの適切な技術的統制の選択に関する指針（例：

構造的・ルールベースの統制とモデルベース又はプロンプトレイヤーの

統制の比較）、並びにシステムの複雑性が増大するにつれて小規模な変

更がより大きな影響に波及することを防止するための堅牢な変更管理プ

ロセスに関する推奨事項が示された。 

• エンドユーザーの責任：AIエージェントがエントリーレベルの業務を引

き受けた場合の実務能力及び事業継続性への潜在的影響（例：AIエー

ジェントが誤作動した場合又は利用不能となった場合に重要なプロセス

を手動で実行するための基本的な業務知識の喪失やスキルの低下）につ

いて詳述された。 

更新された MGFには、シンガポール企業、多国籍企業及び政府機関から提

供された、MGFの 4つの側面すべてにわたるケーススタディも含まれてい

る。これらのケーススタディは、多様な業界における実際のエージェント型

AI導入において、各組織が MGFの推奨事項をどのように実践に移している

かを示す、実用的かつ具体的な事例として機能するものである。 

MGFの最新の更新は、エージェント型 AIを導入する組織に対し、特にマル

チエージェントシステムに関して、より明確かつ実践的な指針を提供するも

のである。エージェント型 AIシステムを導入している又は導入を検討してい

る組織は、更新された MGFを確認し、自社の内部ガバナンス統制及びプロ

セスが MGFの推奨事項と整合しているかを評価すべきである。 

最初のページに戻る 

3. 米州 

米国 

AIエージェントに関する法的責任 

AIエージェント、すなわち、人間の介入を最小限にとどめつつ目標を追求し

行動を起こすことができる自律型システムを開発又は導入する組織は、急速

に変化する米国の法的環境への対応を迫られている。エージェント型 AIは、

行為を規律する既存の法律の適用範囲に引き込まれつつあり、一般的に責任

はエージェントの背後にいる人間及び事業体に帰属するという見解を裏付け

る法的環境が進展している。具体的には、カリフォルニア州法は AIの自律性

を抗弁とすることを封じ、2026年 6月の大統領令が AIエージェントを不正

な目的に利用する悪質な行為者に対する法執行を優先するよう司法省に指示

し、連邦のサイバーセキュリティ及び国家安全保障機関が企業にエージェン

トの行動の管理、監視及び説明を求めるガイダンスを公表している。企業

は、問題が発生した後に統制を後付けするのではなく、エージェント型シス

テムにガバナンスを組み込むために今すぐ行動することが求められる。 

要点 

• エージェントは AIをコンテンツから行為の領域に引き込む。AIエー

ジェントはシステムにアクセスし、人間を取引に拘束する能力を有する

ため、チャットボットに適用されるコンテンツ関連の規則にとどまら

ず、代理法、不法行為法、契約法及びコンピュータアクセスに関する法

律等、行為を規律する法体系の適用対象となる。 

「アジア太平洋地域雇用法トレン

ド」最新レポート発行（英語） 

 
世界的な不確実性が続く中、アジア太

平洋地域の企業は複雑な課題に直面し

ています。労働規制や従業員の期待値

の変化に対応するため、企業は迅速か

つ戦略的な判断が求められています。 

 

こうした状況では、雇用法の最新動向

を把握することが不可欠です。本レ

ポートでは、企業が直面するリスクや

機会について、タイムリーな法的イン

サイトと実践的なガイダンスを提供し

ます。 

  

是非ご一読の上、さらに詳細をお知り

になりたいときは弊所人事労務グルー

プまでご相談ください。 

 

本レポートへのアクセスはこちら。 

 

 

mailto:info.tokyo@bakermckenzie.com
mailto:info.tokyo@bakermckenzie.com
https://www.bakermckenzie.com/en/insight/publications/2025/09/key-employment-trends-asia-pacific
https://www.bakermckenzie.com/en/insight/publications/2025/09/key-employment-trends-asia-pacific
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• 責任は一般的に企業及びその人員に帰属する。AIエージェントの作為又

は不作為について誰が責任を負うかは、裁判所及び規制当局が引き続き

取り組むべき重要な問題である。しかし、代理法、不法行為法及び契約

法の原則、AIの自律性を抗弁とすることを禁じる最近制定されたカリ

フォルニア州法、並びに新たな規制ガイダンスは、いずれも裁判所及び

規制当局が AIエージェントの背後にいる人間及び事業体をその行為の責

任者とみなす方向を示唆している。 

• 今すぐガバナンスを構築すべきである。法律は未だ確立していないが、

コンプライアンスの方向性は明確である。規制の初期動向は、企業が AI

エージェントの行動を管理、監視及び説明する体制を整備することを求

めている。権限の制限、人間による監視、ログ記録、セキュリティ管理

その他のセーフガードは、訴訟又は規制当局の調査が開始された後に後

付けするのではなく、エージェント型システムの設計段階から組み込む

べきである。 

AIエージェントとは何か 

AIエージェントとは、OECDの定義によれば、「特定の目標を達成し、変化

する入力及び状況に適応するために、必要に応じてツールを使用しながら、

一定の自律性をもって環境を認識し、それに対して行動するシステム」であ

る。実際には、大規模言語モデルを基盤とする多様なシステムがこれに該当

する。例えば、顧客の苦情に対応し自律的に返金を行うカスタマーサービス

エージェントや、採用面接のスケジュールを調整し候補者を評価する人事

エージェント等が挙げられる。 

AIエージェントにより生じる新たな法的問題 

AIエージェントの行動する能力、すなわち、主体的に行動し、取引を行い、

システムにアクセスし、ユーザーを契約に拘束する能力こそが、AIエージェ

ントを生成 AIと区別するものである（一定の複雑な生成 AIシステムが技術

的にはエージェントを使用している場合であっても同様である）。AIチャッ

トボット及びアシスタントは、デジタルの入出力に焦点を当てたコンテンツ

関連の紛争の対象となっており、今後もそうであろう。一方、人間及び組織

が AIエージェントをより広く採用するにつれ、AIエージェントが損害を引き

起こす態様で行動し若しくは行動しなかった場合、又はその行為が違法行為

に該当する場合に誰が責任を負うかについて、法律及び裁判所は判断を迫ら

れることになる。 

米国法は現在 AIエージェントについて何を定めているか 

AIエージェントに明示的に言及する米国の法律及び判例は現時点では少な

い。しかし、既存の法律及び法原則は、企業が AIエージェントの行動を管

理、監視及び説明する体制を整備することが求められる方向を示唆してい

る。 

­ エージェントが署名した契約は拘束力を有し得る 

2000年に制定された連邦電子署名法（E-SIGN法）は、法的責任が「電子

エージェント」で終わるとは限らないことを既に確立している。同法は、

「電子エージェント」を「行為の時点で個人による確認又は行為なしに、独

立して行為を開始し、又は電子記録若しくは履行に全部若しくは一部応答す

るために使用されるコンピュータプログラム又は電子的その他の自動化され

た手段」と定義しており、この定義は現代の AIエージェントを包含するのに

十分な広さを有すると考えられる。同法はまた、「電子エージェントの行為

が拘束される者に法的に帰属し得る限り、契約又は記録は、その成立、作成

又は交付に電子エージェントの行為が関与したという理由のみをもって、法

的効力、有効性又は執行可能性を否定されてはならない」と規定している。

「グローバル秘匿特権ガイド」 

第5版発行（英語） 

 
「グローバル秘匿特権ガイド」第 5版

では、新たな法域としてチリ、コロン

ビア、サウジアラビア、スイス、ウク

ライナ及びベネズエラが追加され世界

主要 38法域の秘匿特権に関する法令

と実務を包括的に網羅しています。サ

イバーインシデント対応や社内調査に

おける秘匿特権の適用範囲、AIツール

の出入力に関する秘匿性の問題、クロ

スボーダー取引の秘匿特権の扱い等、

実務上の重要課題についても詳しく解

説しています。各国ごとに異なる複雑

な秘匿特権のルールを把握し、現地弁

護士との秘密保持を徹底する必要があ

る企業にとって、貴重なリソースとな

ります。 

  

是非ご一読の上、さらに詳細をお知り

になりたいときは弊所紛争解決グルー

プまでご相談ください。 

 

本ガイドへのアクセスはこちら。 

 

 

https://bakerxchange.com/collect/click.aspx?u=ajFKWUgrbUtaTEFseWgydW5Pc2V5bnRkVlFlcEF6RGlYdG9nTWg5dWtJdU9ZU3NXaW9lS1NLY3ZyRWhGaXJKU3VkRGdwK0hocWNIL3BkMnF4VGRER1ZYcHo0ZjlDcDh0YUU2WlBidEVvNytWdytKazRTU3RFcGkwNVlBaWZNSzV3N01vQWtqM2dVRGRXT2dDRDFYSEZnPT0=&rh=ff00f1ae201809a3e004830cf347939b96b93af4
https://bakerxchange.com/collect/click.aspx?u=ajFKWUgrbUtaTEFseWgydW5Pc2V5bnRkVlFlcEF6RGlYdG9nTWg5dWtJdU9ZU3NXaW9lS1NLY3ZyRWhGaXJKU3VkRGdwK0hocWNIL3BkMnF4VGRER1ZYcHo0ZjlDcDh0YUU2WlBidEVvNytWdytKazRTU3RFcGkwNVlBaWZNSzV3N01vQWtqM2dVRGRXT2dDRDFYSEZnPT0=&rh=ff00f1ae201809a3e004830cf347939b96b93af4
https://bakerxchange.com/collect/click.aspx?u=ajFKWUgrbUtaTEFseWgydW5Pc2V5bnRkVlFlcEF6RGlYdG9nTWg5dWtJdmszMGd4YTV5M1RmeGVheng0ekcxRkFOU05pOHcyeGxTd3VWZ2NYMkttT1UrUTkxbE9CeUtTNjdUVjZzQ0ZDdGlMcmNZSTU4UlREYXRNcjZzV2N1SERSMGNzczZaSXFVNjdrdVByUlY3MnNjc0hVL01QZ3Z5YQ==&rh=ff00f1ae201809a3e004830cf347939b96b93af4
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この条項は、電子エージェントが本人を拘束し得ることを明確にする一方、

帰属の適否の判断については裁判所に裁量を残している。 

­ エージェントは責任及び賠償リスクを生じさせ得る 

2025年に制定されたカリフォルニア州法は、原告に損害を与えたとされる AI

を開発、修正又は使用した被告に対する訴訟において、被告が AIの自律性を

抗弁として主張することを禁じている。同法は、因果関係、予見可能性及び

過失相殺に関する証拠を含むその他の抗弁は維持している。この規定は、AI

サプライチェーンの上流から下流に至る企業にとって、エージェント型シス

テムの開発及び導入における各当事者の責任を配分し文書化することの重要

性を改めて示すものである。また、欠陥、構成部品及び警告義務違反に関す

る不法行為法の法理が、エージェントが関与する損害に関するカリフォルニ

ア州の訴訟において重要な役割を果たす可能性がある。いずれにせよ、同州

法は、AIの自律性それ自体が責任の連鎖を断ち切るという主張を明確に否定

している。 

代理法の一般原則も同じ方向を示している。使用者責任の法理の下では、代

理人又は被用者がその権限又は雇用の範囲内で行った行為について、本人又

は使用者が責任を負い得る。代理法はまた、本人が代理人に行為を行う権限

を明示的又は黙示的に付与する実際の代理権限と、本人の言動により第三者

が代理人に権限があると合理的に信じる表見代理とを区別している。エー

ジェント型 AIの文脈では、これらの概念は実務上重要な問題を提起する。す

なわち、企業又は従業員が AIエージェントにどのような許可、認証情報、指

示、ワークフロー及びシステムアクセスを付与したか、並びにエージェント

の権限がユーザー又は取引相手方にどのように提示されたかが問われること

になる。 

­ エージェントの行為は不正なコンピュータアクセスに該当し得る 

コンピュータアクセスに関する法律も、AIエージェントが第三者のプラット

フォームとやり取りする方法を制約する可能性がある。注目すべき初期の事

案として、大手オンラインマーケットプレイスが AIブラウザエージェントの

開発者を、当該エージェントがマーケットプレイスのパスワード保護された

領域にアクセスし、顧客のアカウントを使用し、自動化された活動を通常の

人間のブラウジングに偽装したと主張し、訴えた事例がある。地方裁判所

は、連邦コンピュータ詐欺及び不正利用防止法並びにカリフォルニア州のコ

ンピュータ詐欺に関する法律に基づく請求について原告側が勝訴する可能性

が高いと認定し、当該エージェントに対する仮差止命令を発した。裁判所

は、少なくともその段階では、AIエージェントが当然にユーザーのプラット

フォームへのアクセス権限を承継するという主張を退けた。なお、控訴審の

係属中に差止命令の執行は停止されており、この問題は最終的には未解決で

ある。本事案は、ユーザーの許可のみでは十分でなく、エージェントがプ

ラットフォームの制限を超え、その身元を隠し、又はセキュリティ、データ

保護若しくはシステムの完全性に関するリスクを生じさせる場合、その行為

は不正又は無権限のものとして扱われるおそれがあることを示している。 

­ エージェントはサイバーセキュリティ上の問題を提起する 

連邦のサイバーセキュリティ政策も、エージェント型 AIに直接対処し始めて

いる。2026年 6月の大統領令は、犯罪又は違法な目的のために「データ又は

情報に不正にアクセスするために AIエージェントを使用する」行為を含む、

AIを利用したハッキングに対する連邦刑事法の執行を優先するよう司法省に

指示している。サイバーセキュリティ・インフラセキュリティ庁（CISA）及

びパートナー機関は、エージェント型 AIサービスの慎重な導入に関するガイ

ダンスを公表し、エージェントが自律的な行動、拡大されたシステムアクセ

ス、エージェント間のやり取り及び意思決定の責任の追跡の困難さを通じて

リスクをもたらし得ると警告している。同ガイダンスは、ガバナンス、人間

「グローバルグループ再編 

ガイド」発行 

 
世界各国で多くのグループ企業を有す

る欧米の多国籍企業は、越境合併、越

境分割、越境組織変更や税務上の居住

地の変更等、組織再編の手法を活用し

て積極的・頻繁にグローバル規模のグ

ループ再編を検討、実施し、戦略的目

的を実現しています。日本企業の間で

は、多国籍企業化してからの歴史が比

較的浅いこともあり、欧米の競争相手

に比べて、グローバル規模でのグルー

プ再編に取り組むことは未だ一般的に

なっていません。このような問題意識

から、本ニューズレターにて3回にわ

たり連載した日本企業による「グロー

バルグループ再編シリーズ」をまとめ

たガイドを発行いたしました。 

 

日本企業によるグローバルグループ再

編の検討材料のひとつとなり、厳しさ

を増す国際環境での競争力強化の一助

となれば幸いです。 

 

本ガイド（無料）をご希望の方は 

メールにてご連絡ください。 

 

 
 

mailto:global.update@bakermckenzie.com
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による監視、最小権限アクセス、ログ記録、モニタリング、監査可能性及び

エージェント型システムに対する明確な責任の所在の確立を通じて、これら

のリスクを管理するよう組織に促している。 

­ エージェントは知的財産権の帰属を複雑にし得る 

ソフトウェアを生成する AIエージェントは、知的財産権の帰属に関する問題

も提起する。著作権はソフトウェアを保護するが、米国の著作権保護は人間

の著作物であることを前提としており、AIエージェントが高レベルのプロン

プトのみから独自にコードを作成した場合、生成されたコードに著作権保護

の対象となる人間の創作的表現が存在しない可能性がある。特許法も同様の

問題を提起する。AIが支援した発明は特許保護から一律に排除されるわけで

はないが、米国特許商標庁（USPTO）のガイダンスは引き続き人間の発明者

を要求しており、保護の可否は、自然人が AIエージェントの出力を単にプロ

ンプトし又は受け入れるのではなく、十分な発明的貢献を行ったか否かに依

存する。これらの問題は、人間が必要とするソフトウェアの仕様を記述し、

エージェントがツールを選択し、実装上の判断を行い、コードを作成するバ

イブコーディングのワークフローにおいて特に重要である。コーディング

エージェントを使用する企業は、人間の貢献を文書化し、AIが生成したコー

ドを適宜レビュー及び修正し、エージェントが組み込んだオープンソース又

は第三者のコードを確認すべきである。 

企業に求められる対応 

企業は、AIエージェントに特化した法律が確立するのを待つことなく、エー

ジェント型システムの管理体制を整備すべきである。既存の法制度は、規制

当局、原告、プラットフォーム及び取引相手方に対し、AIエージェントの行

為に異議を唱えるための法的根拠を既に提供しており、新たなガイダンスも

同様の実務上の期待を示している。すなわち、企業は、自社のエージェント

がどのような権限を有し、どのシステムにアクセスでき、どのような行動を

取ることができ、それらの行動がどのように監督され、事後的にどのように

説明されるかを把握しておく必要がある。エージェント型 AIのガバナンス

は、権限の制限の文書化、人間による承認ポイントの設定、モニタリング及

びログ記録の実施、セキュリティ管理の導入、ベンダーとの責任配分の明確

化、並びにエージェントの能力及びユースケースの進化に応じた定期的な見

直しを通じて、設計及び導入プロセスの当初から組み込むべきである。 

最初のページに戻る 

4. 欧州 

英国 

デジタルサービス税（DST）をめぐる国際税務環境の変化 

2020年に英国で DSTが導入されてから 5年が経過し、英大蔵省（HM 

Treasury）は議会の要請3に基づき DSTのレビュー報告書を公表した。本報

告書を契機として、5年前に DST導入を正当化するために用いられた政策的

根拠が、現在の国際税務フレームワークにおいて依然として有効であるかに

ついての検証が行われている。本稿は、Baker McKenzie発行のニューズレ

ター「International: An Updated Look at the UK DST4」（2026年 5月）に基

 
3 米国内国歳入法の改正条項案で、デジタルサービス税やグローバル・ミニマム課税

を導入している国々の企業・投資家に対してその国の企業・投資家が受ける所得（配

当、利子、ロイヤルティ等）に最大 20%の追加課税（報復税）を課すことを目的とし

ていたものであった。 
4 International: An Updated Look at the UK DST | Insight | Baker McKenzie 

「アンチ・ダンピング措置の 

国内手続」ガイド 

 
近年、WTOアンチ・ダンピング協定に

基づくアンチ・ダンピング関税の賦課

件数が年間100件を超える水準で推移

しています。 

 

本ガイドでは、アンチ・ダンピング措

置の発動国として件数の最も多い米国

のアンチ・ダンピング関税賦課の国内

手続の概要に加え、EU、中国、ブラジ

ル、及び日本の国内手続の概要を説明

しています。 

 

本ガイド（無料）をご希望の方は 

メールにてご連絡ください。 

 

  

https://www.bakermckenzie.com/en/insight/publications/2026/05/international-an-updated-look-at-the-uk-dst
mailto:global.update@bakermckenzie.com
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づき、英国デジタルサービス税（DST）に関する政策的妥当性と国際税務環

境の変化について要約したものである。 

1. 概要及び導入の背景 

導入検討時（2017年のポジションペーパー等）の議会における議論におい

て、DSTは特定の米国巨大 IT企業（検索エンジン、ソーシャルメディア、オ

ンラインマーケットプレイスの 3類型に該当する企業）を対象とすることが

公然と意図されていた。制度上は所得に対する租税としての形態をとるもの

の、対象法域内の総収入（グロスレシート）に対して課税されるメカニズム

であるため、経済的実質としては関税やバックドア的な付加価値税（VAT）

として機能し、最終的な経済的負担は市場の顧客に転嫁される構造となって

いる。 

2. 国際課税ルールの進化と米国内国税法の大幅な改正 

DSTが標的とする主要な多国籍企業の事業構造及び納税環境は、以下の国際

的及び米国の税制改正によって根本的な変化を遂げている。 

2.1. 米国税法の抜本的改正 

TCJA（2017年）と GILTIの導入： 米国は税制改革により GILTI（グローバ

ル無形資産低課税所得）制度を導入し、米国多国籍企業の国外源泉所得（特

に無形資産（IP）に帰属する所得）に対する最低税率課税を実現しつつあ

る。 

OBBBA（2025年）と NCTI制度への移行： さらに 2025年には、GILTIを強

化する形で NCTI（純特定外国法人テスト対象所得）制度が導入された。これ

により、適格事業用資産投資（QBAI）に対するリターン除外が廃止され、第

250条控除が 50%から 40%へ引下げられた 。この結果、低税率国へ IPを移

転する税務上のインセンティブは消失し、対象となる多くの多国籍企業が IP

を米国へ還流させている。 

2.2. BEPS行動計画と第 2の柱（Pillar 2）の進展 

Pillar 2の浸透： 伝統的な投資拠点を含む多くの法域で適格国内最低課税額

（QDMTT）が導入され、BEPSプロジェクト開始時に存在していた国家間の

極端な税率差は消滅したといえる。 

移転価格税制の厳格化（行動 8-10）： IPに関するリターンは、開発、改

良、維持、保護、活用（DEMPE）の各機能が遂行される場所に帰属すること

が明確化され、多くの国でこの基本原則に基づく執行が行われつつある。 

OECDが 2025年 9月に公表した報告書（BEPSストックテイク報告書5）に

よれば、いわゆる低税率国の投資拠点（Investment Hubs）における従業員一

人当たりの利益率は 27%低下し、利益計上地と経済的実体の乖離が大幅に是

正されていることが実証されている。また、56の法域が行動 3に基づく

CFC税制を導入し、45の法域が行動 2（ハイブリッド・ミスマッチ）に対応

する措置を講じている。 

3. DST導入時の政策的根拠に対する再評価と反証 

DST導入を正当化するために用いられた主な主張は、現在のデータ及び実態

に照らすと妥当性を欠いている。 

 

 
5 A Decade of the BEPS Initiative | OECD 

https://www.oecd.org/en/publications/2025/10/a-decade-of-the-beps-initiative_d6b0d93a.html
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3.1. グローバル実効税率（ETR）の過少性に関する反証 

米国系巨大デジタル企業が世界的に極めて低い税率を享受しているという前

提は、過去に比べればやや異なっている。対象企業の米国証券取引委員会

（SEC）への提出データ（2025年度）等によれば、これらの企業のグローバ

ル ETRは概ね 10%台半ばから後半で推移しており、Pillar 2が求める最低税

率（15%）を確実に上回っている。 

3.2. 「質量なき規模（Scale without mass）」の妥当性 

デジタル企業が市場国において物理的実体を伴わずに事業を展開していると

いう主張に対し、実際の巨大デジタル事業者はグローバル経済において最大

規模の雇用主であり、データセンターや通信インフラに対して年間数十億ド

ルの投資を行っている。一例として、Googleは 2025年 9月に英国での 50

億ポンドに上る投資の一環として新たなデータセンターを開設している。ま

た、非居住者が物理的拠点なしに市場国へ販売を行う形態は、伝統的な輸出

産業（例：ワインの輸出）でも一般的であり、デジタル産業のみを特別視す

る合理的な税務政策上の根拠は乏しい。 

3.3. 「ユーザー創出価値（User-generated value）」理論の破綻 

市場国のユーザーによるデータ提供が課税根拠となる価値を創出していると

の主張は、租税政策に基づくものではなく、課税結果を正当化するための理

屈に過ぎない。データそのものに内在的価値はなく、そのデータを集約・構

造化・分析し、アルゴリズムを通じてサービスを向上させるのは、企業側の

従業員（エンジニアやソフトウェアアーキテクト等）による多大な研究開発

（R&D）活動の結果である。 

2024年の欧州委員会の報告によれば、米国の情報通信技術（ICT）分野にお

ける R&D投資額は 4,210億ユーロに達し、欧州企業の同投資額（496億ユー

ロ）を圧倒している。 

また、ユーザーデータの収集・活用は、従来型の小売業が展開するロイヤリ

ティカード・プログラムと本質的に同質であるため、特定のデジタルサービ

スのみを対象とする正当性は見出し難い。 

4. DSTの構造的欠陥及び通商・条約上の課題 

DSTは税制としての客観性を欠き、複数の構造的課題を内包している。 

4.1. 治外法権的性質と条約の潜脱 

DSTは、本来であれば租税条約上、事業所得に対する課税権が認められない

（PEを有しない）非居住者に対して課税を行う治外法権的な措置である。英

国大蔵省は DSTを租税条約の対象外の税であると主張し、英国の法人税から

の税額控除を認めていない。この結果、対象企業は同一取引について総収入

に対する DSTと利益に対する法人税の二重課税を受ける状況に陥っている。 

4.2. 通商摩擦の激化 

当初の導入意図通り、初年度の DST税収の 90%が米国系企業 5社から徴収

されている。これにより米英間で深刻な通商摩擦が生じており、米国は通商

法第 301条に基づく調査の対象としているほか、米国の産業界は 2025年 6

月、財務長官等に対し DST撤廃を通商交渉の優先課題とするよう要望書を提

出した。さらに、米国議会では対象国の企業に対する報復的な増税措置（第

899条）の導入も度々議論されている。 
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4.3. 粗雑な手法（Blunt Instrument）と不公平性 

特定の 3セクター（検索、ソーシャルメディア、オンライン市場）のみを対

象とする設計は、税の中立性や公平性の原則に反している。さらに、総収入

ベースの課税であるため、利益率の低い企業や赤字企業には不当に重い税負

担となる。用意されている代替計算措置（セーフハーバー）も EBITDA（利

払前・税引前・減価償却前利益）を基準とするため、設備投資が重く減価償

却費の大きい企業にとっては実質的な救済となっていない。 

5. 結論 

包括的枠組み（Inclusive Framework）による第 2の柱の導入等により国際税

務フレームワークが安定しつつある現在、DST導入当初の前提条件は大きく

崩れている。対象企業への二重課税や一方的な治外法権的課税の連鎖を防ぐ

ためにも、英国 DST等の単独措置は撤廃されるべきである。そして、

OECD/G20等の多国間協調に基づく、適正な租税政策の原則に則ったデジタ

ル経済の課税に関する議論への回帰が求められている。 

最初のページに戻る 

EU 

賃金透明性指令 ― 国内法化期限の経過後も、加盟国及び企業に

はなお対応すべき課題が残る 

EU加盟国は、EU賃金透明性指令（以下、「本指令」）を 2026年 6月 7日

までに国内法化することが求められていたが、期限までに本指令の全内容を

国内法化したのは、スロバキア、マルタ、リトアニア（段階的実施）及びイ

タリアのみである。ポーランドは一部の要素を実施済みであり、ベルギーで

は一部の公共部門の雇用主に関してのみ実施されている。 

ギリシャ、ブルガリア及びオーストリアは法案を公表したばかりである。法

案策定を進めている他の 11の加盟国のうち、チェコ及びオランダは既に実施

の遅延を確認している。一方、スウェーデンは本指令の一部の見直しを求め

ており、ベルギーは欧州委員会に対し法制化の完了のため 6か月の延長を要

請している。 

その結果、EU全域において、企業が対応すべきコンプライアンス期限は確定

的なものと暫定的なものが混在する状況となっている。加盟国の国内法化作

業は今後も継続する見込みであり、企業はコンプライアンスの準備を継続

し、短期間の準備期間で対応が求められる国内法の義務に備えるべきであ

る。ただし、各国の規制が確定するに従い柔軟に対応できるよう、アプロー

チには余裕を持たせておくことが重要である。 

要点 

• 多くの加盟国で遅延が生じ、一部の経済団体が実施の一時停止を求めて

いるにもかかわらず、国内法化作業は今後数か月にわたり継続する見込

みである。 

• 欧州委員会は 2026年 6月 8日に本指令の重要性を改めて強調する声明

を発表した。企業は、各国の立法手続が加速した場合に短期間の通知で

新たな義務が課される可能性があることを念頭に置き、準備を継続すべ

きである。 

• 本指令が求める多くの措置に関して、労働者代表は重要な役割を担う。

各国の国内法に応じて、コンプライアンスの確保には労働者代表との協

議又は合意が必要となる場合があり、既存の代表者がいない場合には新

たに代表者を選出する必要が生じることもある。 
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• 同一価値労働の分析は、極めて複雑な課題であり、コンプライアンス及

び訴訟リスクの双方に影響を及ぼす。既存の職務体系及び等級制度を維

持する場合、企業は、当該制度がジェンダー中立的な同一価値評価を支

えるものであるか検証する必要がある。 

• 運用面の準備体制は、法的なタイミングと同様に重要である。企業は、

人事、給与計算及び報酬関連のシステムが信頼性のあるデータを生成

し、報告、説明及び労働者からの情報開示請求に対応できるか評価すべ

きである。 

• 非典型労働者の存在は、実務上の複雑性をもたらす。派遣労働者、業務

委託先の労働者及び国際的な出向者については、適用範囲、責任の所在

及びデータの取扱いに関して難しい問題が生じ得る。 

企業がコンプライアンス準備を継続するにあたり考慮すべき主要な論点及び

顕在化しつつある課題について以下に述べる。 

労働者代表がコンプライアンスの中核を担う 

多くの法域において、労働者代表はコンプライアンスにおいて中心的な役割

を果たす可能性が高い。特に、賃金体系の決定、同一価値労働の評価、共同

賃金評価及び個別の賃金情報開示請求に関してその役割は重要である。その

役割の範囲は各国の国内法に依存し、適切な代表者の特定（例えば、労働組

合の代表者、既存の選出された従業員代表者又は新たに任命された代表者

等）も同様である。加盟国によっては、企業が負う義務は情報提供及び協議

にとどまる場合もあれば、代表者との正式な合意が必要となる場合や、代表

機関が存在しない場合に選挙の実施が求められる場合もある。 

実務上、企業は、既存の代表者組織を把握し、新たな代表者の選出が必要と

なる可能性を把握し、本指令の実施に伴い最も重要となるステークホルダー

との関係を見極めるべきである。また、労働者代表との早期の対話は後の困

難を回避するのに役立つ可能性があるが、より広範な関与を開始する前に、

まず社内の分析を行い、コミュニケーション、データ及びガバナンスの体制

を整える企業もあろう。 

既存の職務体系における同一価値労働の分析 

労働者のカテゴリーを定義し、各職務が同一の業務又は同一価値の業務に該

当するか否かを評価することは、本指令の下で最も困難な実務上の課題の一

つとなる可能性が高い。多くの企業は既に職務体系、等級制度又は報酬フ

レームワークを有しているが、これらは職種、事業部門又は管理体制に基づ

いて構成されていることが多く、本指令が求めるより広範な組織横断的な分

析とは異なる場合がある。 

欧州委員会は、欧州ジェンダー平等研究所と協力し、職務評価に関する 150

ページのツールキットの形でガイダンスを公表しており、同委員会が企業に

実施を期待する評価の方法について明確な基準を示している。 

しかしながら、実務上、大半の企業は制度をゼロから再設計しているわけで

はない。むしろ、現行の等級制度又は職務体系のフレームワークを適応、補

完又はより適切に文書化することで、同一価値労働の分析に対応できるか検

証している。ただし、既存のフレームワークには以下のような一般的な弱点

が存在し得る。すなわち、労働条件等の必須の評価要素に関する取扱いが限

定的又は存在しないこと、職務をグループ化又は区別した理由の説明文書が

不十分であること、及び事業部門又は法人を跨いだ職務の比較方法が不明確

であることである。これらの問題は、将来の報告義務のみならず、情報開示

請求への対応、賃金格差の正当性の立証及び当該格差が客観的に正当化でき

るか否かの評価にも影響を及ぼす。 
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多くの企業にとって、最も実務的なアプローチは、各国の立法状況がより明

確になるまで、既存のフレームワークを現時点で検証し、明らかな弱点に対

処しつつ、全面的な再設計を避けることであると考えられる。 

施行日の準備体制は、データ、システム及びコミュニケーションに依存

し、短期間の準備期間で試される可能性がある 

国内法化が遅延している場合であっても、各国の規制が発効すれば企業は短

期間の準備期間で対応を求められる可能性があるため、運用面の準備体制は

法的なタイミングと同様に重要である。主要な優先事項は、人事、給与計算

及び報酬関連のシステムが、分析、説明及び必要に応じた報告が可能な信頼

性のある賃金データを生成できることを確保することである。 

基準日、参照期間及び賃金のどの構成要素を含めるべきか等、重要な論点が

未解決のまま残っている。総報酬モデルに基づく準備を進めている企業もあ

れば、抽出及び検証が容易であることから基本給から着手している企業もあ

る。いずれのアプローチを採用するにせよ、企業は、現時点で保有している

データ、不足しているデータ及び有意義な分析結果をどの程度容易に生成で

きるかを評価すべきである。 

準備体制はコミュニケーションにも依存する。採用担当者、管理職及び人事

チームは、賃金レンジの開示、賃金履歴の制限並びに従業員又は候補者から

の質問への対応について研修を受ける必要がある場合がある。企業は、賃金

体系、基準及び情報開示に関する権利について明確な説明を準備すべきであ

る。 

個人情報保護は更なる複雑性をもたらす。特に、比較対象グループが小規模

である場合には間接的な個人の特定リスクが生じるため、企業は開示及び

データの集約について実務的なアプローチを講じる必要がある。 

派遣労働者及びその他の非典型労働者の取扱いは依然として困難な領域

である 

派遣労働者等の取扱いは、各国の国内法化措置の下で最も困難な問題の一つ

であり続ける可能性が高い。これは、各国の国内法が「労働者」の概念をど

のように定義し、異なる主体間で責任をどのように配分するかに大きく依存

するためである。派遣労働者はその最も典型的な例であり、責任が派遣元、

派遣先又はその双方のいずれにあるかが不明確な場合がある。また、企業は

情報開示請求への対応又は報告基準の充足に必要なデータを全て保有してい

ない可能性がある。 

同様の問題は、国際的な出向者や、手当、モビリティに関する取決め又はそ

の他の非典型的な福利厚生により報酬が構成される者を含む、その他の非典

型労働者についても生じる。当該労働者が報告基準の算定に含まれるか否

か、賃金データを格差分析に含めるべきか否か、関連情報の提供が誰に期待

されるか、及び歪みをもたらし得る報酬要素をどのように取り扱うべきかと

いった論点が問題となり得る。 

各国の規制がより明確になるまで、多くの企業は、全ての非典型労働者につ

いて EU全域で統一的な方針を採用するのではなく、法域ごとのアプローチ

を継続する可能性が高い。 

企業の対応 

国内法化の全体像は未だ完全ではないものの、全体的な方向性は明確であ

る。EU域内に事業を展開する企業は、各国の国内法化の全ての側面が確定す

るのを待つのではなく、各国の規制の進展に応じて柔軟に対応できる余地を

残しつつ、今から準備を進めるべきである。具体的には、労働者代表の組織

の把握、職務体系及び同一価値労働の評価方法の検証、データ及びシステム
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の準備状況の確認、採用及びオンボーディングの実務の監査、並びに非典型

労働者の取扱いの検討が求められる。 

最初のページに戻る 

EU 

欧州委員会が EU税制オムニバス指令案を公表 

概要 

欧州委員会は、2026年 6月 24日に公表された EU税制オムニバス指令案

（以下、「本オムニバス指令案」）を通じて、EUの複数の主要な税制指令の

包括的な見直しを提案した。本オムニバス指令案は、競争力の強化、税務コ

ンプライアンスの負担軽減及び EU域内におけるクロスボーダー取引の簡素

化を目的としている。関連する措置には、利子控除制限ルールの緩和、源泉

徴収税の免除手続の合理化及び適用範囲の拡大、税中立的な事業再編ルール

の拡充並びに一定の報告義務の軽減等が含まれる。本オムニバス指令案は欧

州議会に諮問のために提出され、採択には全加盟国の全会一致による承認が

必要となる。 

これと並行して、税務分野における行政協力指令（以下、「DAC6」）の改正

案も公表された。 

主なポイント 

• EUは、EU全域における税制の簡素化と調和を目指している。本オムニ

バス指令案には、より柔軟な利子控除制限ルール、一定の場合の CFC合

算課税の適用除外、源泉徴収税手続の簡素化、税中立的な再編へのアク

セス拡大等、納税者に有利な措置が盛り込まれている 

• DACの改正案は、例えば、Pillar 2の対象となる多国籍企業に対する

DAC6報告義務の免除や、特定の DAC6ホールマークの削除等を通じ

て、報告義務を簡素化・軽減するものと見られる 

• 本オムニバス指令案及び DACの改正案は、EU加盟国の全会一致による

承認が必要となる。したがって、予算への影響も考慮すると、提案され

た改正が実施されるか、及びどの程度実施されるかは不透明である 

• 納税者は、提案された変更が税務上の立場、資金調達構造、紛争管理プ

ロセスを改善できるか、又は将来の組織再編に影響を与える可能性があ

るかについて、検討することが望ましい 

本オムニバス指令案の詳細 

1. 租税回避防止指令（以下、「ATAD7」） 

• 研究開発控除 

ATADの適用範囲を、適格な研究開発支出にまで拡大することが提案されて

いる。最低限の研究開発控除が導入され、適格な研究開発支出を即時控除す

るか、又はその後の四課税年度に分散して控除することが可能となる。濫用

を防ぐため、研究開発支出が最低 3年間研究開発目的に使用されなかった場

合に概ね発動される回収条項が導入されており、これに違反した場合、特定

の状況下で控除の恩恵が認められない可能性がある。 

• 利子控除制限ルールの緩和 

 
6 Directive on Administrative Cooperation 
7 Anti-Tax Avoidance Directive 
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現行の ATADの下では、加盟国は、企業の税務上の EBITDAの最大 30%を上

限とする利子控除制限ルールを実施する必要があり、最大 300万ユーロまで

のデミニミス免除が認められていた。そして、これより低い上限を適用する

かどうかは加盟国の裁量に委ねられていた。本オムニバス指令案は、加盟国

に対し、30%の上限と 300万ユーロの義務的なデミニミス免除を適用するこ

とを求めている。更に、EBITDAが 50%以上減少した年度については、利子

控除制限ルールは適用されない。また、第三者からの借入については、その

借入金が納税者自身の事業活動に充てられる場合（すなわち、グループ会社

に転貸融資されない場合）、適用対象外となる。防衛産業はこの規則から一

時的に除外される。加えて、グループエスケープルールや繰越制度等、現在

任意とされているルールが義務化される。 

• CFC合算課税の適用除外 

Pillar 2の適用対象となるグループ及び中小企業は、一定の条件を満たす場

合、対象を絞った適用除外措置の恩恵を受けることができる。更に、モデル

Aが義務化されるため、例えばオランダ、アイルランド、マルタ等の CFC制

度に変更が生じる可能性がある。 

• 輸入されたハイブリッドミスマッチルールの廃止 

EUは、EU納税義務者による支払いが、オランダ国外における関連する費用

控除の資金源となっている場合を対象とした、ハイブリッドミスマッチルー

ルを導入していた。このルールは複雑であることに加え、制度全体の調和を

確保するため、廃止することが提案されている。 

2. 利子・ロイヤルティ指令及び親子会社指令 

• 本オムニバス指令案は、源泉徴収税の免除に課されていた、受取人が支

払企業の資本に対する最低保有比率を満たすこと、及び一定期間その最

低保有比率を維持することという要件を撤廃する。これにより、源泉徴

収税の免除へのアクセスを大幅に簡素化する。 

• 加盟国は、支払時点で免除の条件が満たされているかを確認するための

事前承認や行政手続を、要求することはできなくなる。ただし、納税者

が支払時点で免除の条件を充足できない場合、(i) 超過源泉税の迅速かつ

確実な救済（Faster and Safer Relief of Excess Withholding Taxes）指令

に基づく迅速な還付が利用可能となるか、又は (ii) 合理的な期間内に国

内の還付手続が適用されるべきである。 

• 濫用防止措置が導入されることにより、受取人が法人所得税を課さない

管轄区域に所在する場合、又はゼロ税率が適用される場合において、加

盟国は利息及びロイヤルティの支払いに源泉徴収税を課すか、その控除

を認めないことが義務付けられる。 

3. EUにおける税務紛争解決メカニズム指令 

• この指令は、租税条約の解釈及び適用に起因して加盟国間で紛争が生じ

た場合、その紛争を解決するための相互協議手続（MAP）に関する規則

を定めている。 

• 本オムニバス指令案により、所管当局が合意に達することができないと

判断した場合は、2年間の MAP期間が満了するのを待つのではなく、遅

滞なく納税者に通知しなければならなくなる。これにより、仲裁へのア

クセスの迅速化が期待される。 

• もう一つの注目すべき進展は、不服申立が行われた場合、進行中の手続

が一時停止され、全ての管轄当局が当該不服申立を受け入れた場合に

は、直ちに手続が終了することである。 
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4. 合併租税指令 

• 数年前、EUは国境を越えた再編業務に焦点を当てた「モビリティ指

令」を導入したが、これには税務措置は含まれていなかった。「本オム

ニバス指令案」は、モビリティ指令と整合させるため、合併租税指令の

適用範囲と定義を更新するものである。 

• 提案された合併租税指令に対する改正には、適用範囲に「簡易合併

（simplified mergers）」及び「分離による分割（divisions by 

separation）」という概念を追加することが含まれる。 

• 更に、EU企業の移転及び国境を越えた組織再編について、税務上中立

な再編が可能となる（従来は特定の EU法形式に基づく場合にのみ適用

されていた）。 

DACの改正 

本オムニバス指令案と並行して、欧州委員会は EU域内における DACの改正

も提案している（以下、「改正 DAC案」）。改正 DAC案は、DACの枠組み

（DAC1乃至 DAC9）を単一の法令に簡素化及び統合するとともに、行政負

担を軽減し、データの質を向上させるための的を絞った措置を導入すること

を目的としている。改正 DAC案には、以下のような広範な改正が含まれてい

る： 
• Pillar 2の対象となる多国籍企業に対する、国境を越えるアレンジメント

に関する DAC6に基づく報告義務の免除； 

• DAC6のホールマークリストの縮小。租税回避リスクが限定的であるに

もかかわらず、不釣り合いな報告負担を生じさせていることが理由であ

る。 

次期 EU理事会議長国であるアイルランドは、年末までに DAC提案を採択す

る意向を示しているが、これには全加盟国の全会一致による承認が必要とな

る。 

最初のページに戻る 


